
時の確認用住居表示台帳を最新なものに更新していきま 表示制度の適切な維持・管理が必要となっています。

となる最新データを適切に入手する必要があります。 す。 　

　旧地番や旧住所から現住所を容易に確認できるようホームページを充
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歳入特定財源科目名称 本年度 本年度 前年度 増減額
当初査定額 当初予算額 要求額 査定額 予算額

平成２５年度  一般会計 予算内示 事業別概要書（当初）
2. 総務費 9. 住居表示整備事業

1. 総務管理費

14.地域振興費 自治人権推進課

（佐倉市）　　

第５章
｢住環境が整備された住みやすいまちづくり｣～都市 12,783

基盤整備の充実～ 平成23年度 2,522

臨時 単独 計画 0 0 1,197 基本施策１
個性が活きる、住み続けたいまちにします 平成24年度 2,707

平成25年度 2,518

施策２
地域の個性を活かした健全なまちづくりに努めます 平成26年度 2,518

平成27年度 2,518

0

2,045 2,045

住居表示審議会会議経費、住居用表示板の補充、住居表 住居表示管理システムによる住居表示台帳の管理、街区 合理的でわかりやすい住所の表示と法律により規定され

示管理システム経費、街区案内板の維持管理など 案内板の維持管理を行います。また、住居表示に関すること及び町名変 ている住居表示台帳の円滑な管理ができます。

更についての案件が生じた際に住居表示審議会を開催します。

住居表示管理システムの導入・保守により、台帳 新築時や転入時の付番申請など住居表示に関連す 　住居表示実施済区域の世帯数は、全世帯数の４

の再整備委託を行うことなく、適切な台帳管理を行うことが可能となっ る最新データについの出張所事務説明会を実施するなど、事務マニュア 分の１超となっており、これらの区域への住民登録の前提として、住居

たが、今後は現地調査を行う業務委託がなくなるため、システムの基礎 ルや住民票受付


